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新たな大豆政策に対応した早期の体制確立を
～全国大豆生産改善検討会～

平成11年11月11、12の両日、北海道において、県担当者、普及センター、経

済連等の大豆関係者約１６０名が参加して「平成11年度 全国大豆生産改善検

討会」が開催されました。今年度は、「新たな大豆政策大綱」の決定後始めて

の検討会であり、新政策の概要、新たな制度の下での販売対策を中心に検討が

行われました。

はじめに、当課から新たな制度について説明しました。新たな制度は、これ

までの不足払い制度に代えて、全銘柄一定の助成額（平成12年産は8,350円/60

kg）を交付することとし、また価格の低下が経営に与える影響を緩和するため、

新たに「大豆作経営安定対策」を創設するというものです。

説明者は「新たな制度は、努力した者が報われる仕組みになっている。今後

は、実需者のニーズに沿った生産・販売を推進し、自らの経営感覚の十全な発

揮によるより高い手取りを実現してほしい。」と、新たな枠組みの下での生産

者、販売団体のいち早い体制整備とそれに基づく取組の展開を促しました。

次に、全農、富山県経済連から新制度下での販売戦略などについて講演があ

り、「国産というブランドだけで売れる時代は終わり、これからは産地や品種

の利点を最大限利用し販売していかなければならない。そのためには、産地か

らユーザーへの情報発信が重要である。」と情報交換・提供の重要性について

述べました。

また、地場流通・地場消費拡大の例として、栃木県の県産大豆の学校給食へ

の供給、北海道本別町の地場大豆の加工品販売の取組が発表されました。

今後、国産大豆を安定的に販売していくためには、上記のとおり、ニーズに

沿った生産、実需者との連携等を通じた需要の拡大が重要になってきます。大

豆関係者が一体となって、大豆生産の定着・安定に向けた取組みを展開しまし

ょう。

○アイオワ州とは

大豆ＮＥＷＳ vol１（11月25日発行）ではアイオワ州大豆懇談会について

紹介しました。アイオワ州は、日本向け食品用大豆の生産に精力的に取り組

んでおり、豆腐用バラエティー大豆として有名なビントン（平成10年輸入量

約４万ｔ）は、アイオワ州で開発されたものです。
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